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「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」（以下「建築物省エネ法」という）は社会経済情勢
の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が大きく増加していることに鑑み，建築物のエネルギー
消費性能の向上を図るため，住宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務の
創設，エネルギー消費性能向上計画の認定制度の創設，エネルギー消費性能の認定表示制度の創設等の措
置を定め，平成 27 年 7 月 8 日に公布された。平成 29 年 4 月より全面施行されたところであり，建築物省
エネ法の概要について紹介する。
キーワード：住宅・建築物の省エネ，エネルギー消費性能，省エネ基準適合義務

1．はじめに

民生部門（業務 ･ 家庭部門）は，我が国の最終エネ
ルギー消費において約 3 分の 1 を占め，他分野に比べ
過去からの増加の割合が大きいことから，当該分野に
おけるエネルギー消費の削減を図ることが，省エネル
ギー社会の確立，ひいては安定的なエネルギー需給構
造を構築していくうえでの喫緊の課題となっている

（図─ 1 参照）。

住宅・建築物における省エネルギー対策の底上げを
図るためには，住宅・建築物の整備に際して省エネ性
能の確保を求めることが特に有効であり，①エネル
ギー需給構造の安定化，②地球温暖化対策の推進，③
質の高い住宅ストックへの更新の 3 つの観点から推進
を図る。
①エネルギー需給構造の安定化
「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（以

下，省エネ法という）に基づく届出の新築住宅・建築

建築物省エネ法の概要
行政情報

特集＞＞＞　建築

図─ 1　部門別のエネルギー消費の推移
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物における省エネ基準適合率は，大規模・中規模の非
住宅建築物については，これまでの規制強化により，
9 割を超えている。一方，住宅については，かつては
20％未満であった省エネ基準適合率が，近年約 3 ～ 5
割で推移している（図─ 2 参照）。

そこで，平成 26 年 4 月に閣議決定された新たなエ
ネルギー基本計画においては，「規制の必要性や程度，
バランス等を十分に勘案しながら，2020 年までに新
築住宅・建築物について段階的に省エネルギー基準の
適合を義務化する」こととされた。
②地球温暖化対策の推進

平成 27 年 12 月の COP21 で採択されたパリ協定で
は，世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて
2℃より十分低く保つとともに，1.5℃に抑える努力を
追求することが位置付けられた。また，主要排出国を
含む全ての国が貢献を 5 年ごとに提出・更新すること
とされた。これに先立ち，我が国は，2030 年度の温
室効果ガス削減目標を，2013 年度比で 26.0％減とす
る日本の約束草案を閣議決定し，国連気候変動枠組条
約事務局に提出している。これらを踏まえ，各主体が
取り組むべき対策や国の施策を位置付ける「地球温暖
化対策推進計画」が平成 28 年 5 月に閣議決定された。

特に住宅・建築物分野では，エネルギー起源 CO2

排出量を 2030 年度までに 2013 年度比で約 4 割削減す
る必要があり，新築住宅・建築物における省エネ基準
適合の推進や既存住宅・建築物の省エネ改修（断熱改
修）の推進が位置付けられている（図─ 3 参照）。

③質の高い住宅ストックへの更新
平成 28 年 3 月，少子高齢化・人口減少社会を正面

から受け止めた，新たな住宅政策の方向性を提示する
「新しい住生活基本計画」が閣議決定された。施策の
基本的な方針として，「居住者からの視点」，「住宅ス
トックからの視点」，「産業，地域からの視点」という
3 つの視点から 8 つの目標を立てている。

住宅の省エネに関しては，「省エネルギー性能等に
優れた長期優良住宅等の資産として承継できる良質で
安全な新築住宅の供給」や「省エネ性を充たさない住
宅等のリフォームなどにより，安全で質の高い住宅ス
トックに更新」することが位置付けられるとともに，

「ヒートショック防止等の健康増進等の効果を実感で

図─ 2　新築建築物・住宅における省エネ判断基準適合率の推移

図─ 3　地球温暖化対策計画におけるエネルギー起源CO2 の各部門の削減
目標
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きるようなリフォームの促進」についても言及している。
また，これらの施策の成果指標として省エネ基準を

充たす住宅ストックの割合を平成 37 年までに 20％と
する（平成 25 年時点で 6％）目標を掲げている（図
─ 4 参照）。

2．建築物省エネ法について

（1）建築物省エネ法の概要
このような背景のもと，平成 27 年 7 月 8 日に建築

物省エネ法が公布された。本法律は，我が国における
建築物全体のエネルギー消費性能を向上させて行くた
めに，建築主等の自発的な省エネ性能の向上を促す誘

導措置（平成 28 年 4 月 1 日施行）に加え，建築物の
規模等に応じた規制措置（平成 29 年 4 月 1 日施行）
を講じている。

誘導措置としては，「エネルギー消費性能向上計画
認定・容積率特例」，「基準適合認定・表示制度」が挙
げられる。一方，規制措置は，延べ面積が 2,000 m2

以上の非住宅建築物（以下，「特定建築物」）の「建築
物エネルギー消費性能基準」への適合義務，および従
来の省エネ法で措置されていた延べ面積が 300 m2 以
上の建築物の新築等の「省エネ措置の届出」，そして
住宅事業建築主が新築する一戸建て住宅に対する「住
宅トップランナー制度」で構成される。また，その他
の措置として，特殊の構造または設備を用いる建築物

図─ 4　新しい住生活基本計画

図─ 5　建築物省エネ法の概要
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の「大臣認定制度」を併せて創設している（図─ 5，
6 参照）。

（2）エネルギー消費性能基準
本法律において，エネルギー消費性能（以下，「省

エネ性能」）が対象とするのは，建物に設ける空気調
和設備等（空気調和設備，換気設備，照明設備，給湯
設備，昇降機）である（図─ 7 参照）。適合義務等の
非住宅の規制に係る省エネ基準は，一次エネルギー消
費量で評価し，性能向上計画認定・容積率特例の誘導

措置に係る誘導基準は，一次エネルギー消費量および
外皮の性能で評価する。住宅については，省エネ基準，
誘導基準のいずれにおいても，一次エネルギー消費量
および外皮の性能で評価する。

なお，共同住宅の一次エネルギー消費量について，
省エネ法では全住戸に対し住戸単位での一次エネル
ギー消費量が基準に適合することを求めていたが，建
築物省エネ法においては，全住戸が適合しなくても住
棟全体で基準に適合していればよいものとして合理化
を図っている（図─ 8 参照）。

図─ 6　省エネ法と建築物省エネ法の比較（新築）

図─ 7　省エネ基準（建築物のエネルギー消費性能基準）について
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（3）省エネ基準への適合義務
特定建築物は，単体でのエネルギー消費量が大きい

ことなどから，新築時等に省エネ基準への適合を義務
化し，これを担保するため，所管行政庁または登録建
築物エネルギー消費性能判定機関（以下，「登録省エ
ネ判定機関」）による建築物エネルギー消費性能適合
性判定（以下「適合性判定」）を行い，基準に適合し
なければ建築確認がおりないこと（着工禁止）とした。
また，適合義務については，建築基準法第 6 条第 1 項
に規定する「建築基準関係規定」に位置づけられてい
る。なお，住宅と非住宅の複合建築物で非住宅部分の
延べ面積が 2,000 m2 以上のものについては，非住宅
部分のみ適合義務が課され，適合性判定が必要となる。

具体的に対象となる建築行為は，以下の①又は②の

いずれかに該当するものである（図─ 9 参照）。
①特定建築物の新築，増築，改築
②増築のうち，増築後に特定建築物となり，かつ，「増

改築後の延べ面積」に対する「増改築部分の床面積」
の割合が 1/2 超となるもの

（4）省エネ基準適合性判定制度
省エネ基準適合義務対象となる建築物に係る適合性

判定の手続きは，大きく以下の流れにより行われるこ
ととなる（図─ 10 参照）。義務化対象の建築物の建
築主は，構造及び設備の省エネ性能に関する省エネル
ギー性能確保計画（以下，「省エネ計画」）を所管行政
庁又は登録省エネ判定機関（以下，「所管行政庁等」）
に提出し，適合性判定を受け，省エネ基準に適合して

図─ 8　建築物省エネ法に基づく基準の水準について

図─ 9　規制措置の対象となる非住宅建築物の増改築の規模
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いる旨の通知書（以下，「適合判定通知書」）の交付を
受けることが必要となる。

なお，登録省エネ判定機関は，専門的な知見を有す
る適合性判定員を一定数以上有すること，建築物関連
事業者に支配されていないことなどの公正性要件等の
登録基準を満たし，申請により国土交通大臣の登録を
受けた機関である。

3．省エネ基準適合に関する手続き

（1）適合義務対象建築物
省エネ基準適合義務の対象となる建築物は，図─

6，9 のとおりであるが，以下の建築物については，
その建築物の性質上，対象とすることが必ずしも合理
的でないため，適用除外としている。
1）  「居室を有さず，かつ，空気調和設備を設ける必要

がない用途」又は「高い開放性を有することによ

り，空気調和設備を設ける必要がない用途」に供
する建築物

2）  法令又は条例の定める現状変更の規制及び保存の
ための措置その他の措置がとられていることによ
り省エネ基準に適合させることが困難な建築物

3）仮設の建築物
上記 1）については，空気調和設備を設ける必要が

なく，エネルギー消費量が少ないと想定されるため適
用除外としており，「自動車車庫又は自転車駐車場」
や「畜舎又は堆肥舎」等を政令で規定している。2），
3）については，省エネ法と同様に現状変更等に係る
規制が設けられた建築物や仮設建築物については適用
除外としている。

（2）建築確認申請時の手続き
省エネ基準適合義務対象となる建築物に係る確認申

請の手続きは，大きく図─ 11 の流れにより行われる。

図─ 10　適合義務対象となる建築物に係る手続きの流れ

図─ 11　建築確認申請時の手続きの流れ
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省エネ基準への適合義務の対象となる建築物の設計を
行う建築士は，設計図書において，省エネ基準に係る
建材や設備の仕様等を明示する必要がある。省エネ基
準への適合が建築基準関係規定となったことにより，
建築主は，適合判定通知書又はその写し等を確認申請
の下りる3日前までに建築主事に提出する必要がある。

一方，建築主事等（建築主事または指定確認検査機
関）は，建築確認申請時に適合判定通知書等が添付さ
れていることを確認するとともに，省エネ適合性判定
を受けた建築物の計画と建築確認申請が出された建築
物の計画が同一のものであることを確認することとな
る。その際，省エネ基準への適合が確認されないと確
認済証の交付が受けられず，建築物の着工をすること
ができない。なお，建築士の責任を明確化するため，
設計図書には，断熱材の仕様，窓の熱貫流率，各設備
の能力等の省エネ基準に係る情報を記載し，記名・押
印を行うことが必要である。

（3）施工段階
義務対象建築物の工事監理者は，設計図書に明示さ

れた省エネ基準に係る建材や設備の仕様等のとおりに
工事が実施されていることを確認し，工事監理の実施
状況に関する報告書（省エネ基準工事監理報告書）を
作成する必要がある。

なお，適合性判定通知書の交付を受けた後，省エネ
計画に記載されている内容について変更を行う場合，
軽微な変更に該当する場合を除き，建築主は当該工事
に着手する前に，所管行政庁等に対し変更後の計画の

提出を行うことが必要となる。また，計画変更に係る
適合性判定を受ける場合であっても，他の建築基準関
係規定に係る変更が行われていない場合や変更内容が
軽微な場合にあっては，計画変更に係る確認申請を行
うことは不要である。以上を踏まえた計画変更時の流
れは，図─ 12 のとおり。

（4）完了検査時
建築主は，完了検査の申請に際して通常の完了検査

に必要な図書と併せ，適合判定通知書，直前の適合性
判定に要した図書，施工写真，納入仕様書，品質証明
書等の提出を行うことが必要である（図─ 13）。また，
建築主事等より，所定の性能を有していることを証明
する書類（第三者認証に係る書類や自己適合宣言書）
を求められることがあるため，工事監理者は，当該書
類の確認を行う必要がある。

完了検査申請を受けた建築主事等は，直前の適合性
判定等に要した図書通りに施工されていることを書類
もしくは目視で確認を行う。省エネ基準への適合が確
認されないと建築主は検査済証の交付が受けられず，
建築物の使用が認められない。

4．その他の制度等

（1）省エネ計画の届出制度
特定建築物を除く一定規模（300 m2）以上の住宅・

建築物の新築，増改築については，省エネ法と同様に，
省エネ性能を確保するための届出が義務とされている。

図─ 12　計画変更時の手続きの流れ



19建設機械施工 Vol.69　No.10　October　2017

具体的には，省エネ性能を確保するため，建築主に
対し，工事着手の 21 日前までに，所管行政庁に省エ
ネ計画の届出を義務づけている。一方，所管行政庁は，
届出のあった計画が省エネ基準に適合せず，建物の省
エネ性能の確保のため必要があると認めるときは，計
画変更その他の措置を行うべきことの指示ができ，正
当な理由がなくて当該指示に係る措置をとらなかった
ときは，その指示に係る措置命令ができることとした。

（2）住宅トップランナー制度
省エネ法と同様に，小規模な住宅については，建築

主個人ではなく，戸建建売住宅を新築する住宅事業建
築主を規制の対象とすることとした。具体的には，住
宅事業建築主が目標とすべき省エネ性能（住宅トップ
ランナー基準）を設定し，一定数（年間 150 戸）以上
供給する住宅事業建築主に対しては，当該基準に照ら
して，必要に応じ，国土交通大臣が勧告，公表および
命令を行うことができる。

（3）  特殊の構造または設備を用いる建築物の大臣認
定制度

国土交通大臣は，建築主の申請により，特殊の構造
または設備を用いて建築が行われる建築物が省エネ基
準に適合する建築物と，同等以上の省エネ性能を有す
るものである旨の認定をすることができる。適合性判
定が必要な建築物等について，大臣認定を受けた場合
には，適合判定通知書の交付を受けたものとみなすな
どの特例が適用される。

（4）表示制度（基準適合認定マーク，BELS）
建築物省エネ法に基づき，省エネ性能に関する表示

制度が 2 つある。一つは，平成 28 年度より省エネ基
準に適合する既存建築物について所管行政庁が認定を
行い，認定を受けた場合に表示できる「基準適合認定
マーク（e マーク）」である。既存ビルや既存住宅等
のストックについて，基準に適合しているか否かを一
目で分かるようにすることに主眼をおいており，ビル
オーナー等が基準適合レベルまで省エネ改修を行い，
テナント等に対して PR することを想定している。

もう一つは，建築物の省エネ性能を省エネ基準から
の削減率で表示する BELS（ベルス：建築物省エネル
ギー性能表示制度）である。これは，建築物省エネ法
に基づく「建築物のエネルギー消費性能の表示に関す
る指針」（省エネ性能表示のガイドライン）に則り，（一
社）住宅性能評価・表示協会が実施している制度であ
る。建築主等は，この制度により，新築時等に特に優
れた省エネ性能をもつことをアピールできる。平成
29 年 4 月よりネット・ゼロ・エネルギー住宅（ZEH）
の基準を満たす場合には，「ZEH マーク」及びゼロエ
ネ相当との表示が可能となっている。

建築物省エネ法に基づき，住宅・建築物の販売・賃
貸事業者には，省エネ性能の表示の努力義務がかかっ
ており，これらの 2 つの表示制度により，省エネ性能
が市場で評価される環境づくりを進めていくこととし
ている（図─ 14 参照）。

図─ 13　完了検査時の手続きの流れ
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（5）性能向上計画認定制度（容積率特例）
建築物省エネ法に基づき，平成 28 年 4 月より新築

及び増築・改築，修繕・模様替え，空気調和設備等の
設置・改修を行う場合に，省エネ基準の水準を超える
誘導基準等に適合している旨の所管行政庁による認定
を受けることができる。認定を受けた建築物について
は，容積率等の特例を受けることができる（図─ 15

参照）。

5．おわりに

本法律は，我が国の建築物のエネルギー消費性能を
向上させて行くため，建築主等の自発的な省エネ性能
の向上を促す誘導措置につづき，建築物の規模等に応

図─ 14　基準適合認定マーク及びBELS

図─ 15　性能向上計画認定

じた規制措置が施行された。省エネ基準への段階的適
合義務化の第一弾として，大規模非住宅建築物に対す
る適合義務がスタートしたところである。また，大規
模非住宅以外の建物については，届出制度の的確な運
用，表示制度の普及など本法律で講じられる各種措置
に加え，税制優遇，補助金，融資等の支援策や設計・
施工技術講習会等を一体的に講じることにより，適合
率の向上を図ってまいりたい（図─ 16，17 参照）。

また，既存建物についても，より省エネ性能の高い
建築物が市場で適切に評価される環境の整備や各種支
援策を講じること等により，我が国全体の建物の省エ
ネ性能の向上を図り，環境性能に優れたストック形成
を図ることが重要である。

なお，本法律および関連制度の詳細については，国
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土交通省のホームページの以下に掲載しているので確
認していただきたい。

【建築物省エネ法のページ】
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_
house_tk4_000103.html

【建築物省エネ法の表示制度のページ】
http://www.mlit .go.jp/jutakukentiku/house/
jutakukentiku_house_tk4_000114.html
 

図─ 16　住宅に関する主要な省エネ支援施策

図─ 17　建築物に関する主要な省エネ支援施策
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